
1.松戸市内小中学校の児童・生徒指導の現状

 

 

2.現状に適合したアプローチが出来るシステム構築

3.新たなシステム構築による効果

① いじめ解消率の引き上げ
H30 年度末 ○小 68.6％ ○中 62.8％ 

↓
目標：年度末 80％解消 

いじめの現状 

認知件数 解消率

小学校 5,940 件 54％ 

中学校 1,100 件 43％ 

※令和元年 12 月末現在
※解消の条件は３ヶ月いじめ
行為がないこと

重大事態の件数 

調査主体 松戸市 全国

H 
30 

学校 1 602 

設置者 1 105 

R 
1 

学校 4 

設置者 1or2 
※全国（政令市、市町村、特別区）

保護者の反応 

いじめと感じたらいじめと認

知。そこに加害者が存在する。

保護者の焦りと不安が急速に高

まってくる。

↓

加害側児童生徒の保護者の怒り

↓

・保護者同士の激しい対立

・学校や市教委に向けた怒り

限界寸前 

② いじめ深刻化への学校対応時間の増加
→先生方の教材研究の増加

→市教委指導主事の学力向上研修・学校への指導増加

⇒安全・安心な学校として信頼度 UP！
⇒子供一人一人の学力 UP！

○新 相談機関を新たに設置 

市民から見れば第３者委員会とは言っても教育委員会が事務局を担っている

以上学校側に立っていると認識されてしまい、不信感から事態が深刻化するケ

ース。また、市立小中高校の施設外又はその対象年齢前後の事案に関する相談

（教育委員会が所管しない事案）。さらには、福祉的アプローチが必要なケー

スも存在する。このような様々ないじめに関する相談ができる窓口が必要。

教育委員会市長部局

既存システム

専門チーム

当事者

保護者

○新 教育委員会内に専門チームを新たに設置 

スクールロイヤー

初期段階で法的に誤った判断をしないようにすることで事態の 

深刻化を避けられる。結果的に法律に明るくない教育委員会や 

学校を守ることになる。 

スーパーバイザー（３名）

退職校長等を起用し、電話対応や現場訪問・指導などを担ってもらうことで、

教育委員会の担当職員を生徒指導のマネジメントに専念させ、業務負担の正常

化を図る。 

※既存システムフロー図は別紙参照
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松戸市いじめ調査委員会 

― 再調査 ― 

＜既存のシステムフロー図＞ 

別添資料

松戸市いじめ防止対策委員会 

学校 

教育委員会 

諮問 

学校いじめ防止対策委員会 

重大事態 
発生 

一報 
案件の内容によって調査主体を決定 

答申 

二報（調査報告書） 

教育委員会 
から報告 

教育委員会 
から報告
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子どもたちを取り巻く 

諸問題が増えていく。 

いじめ等 

“教育”はもう、教育委員会だけの聖域ではない。 

社会が刻々と変化しているなか、市役所や教育委員会の

セクションが複雑に連携しないと解決できない 

課題が増えている。 

これまでの「教育委員会」という 

くくりは必要ですか？ 

幼児教育 

市役所 
教育委員会 

子どもと教育に係る 

総合的な組織と 

これまでに捉われない 

セクション編成 

３
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